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改革・開放政策と海関統計の整備
一 海関統計年報の収録統計
ー フル動員される各種貿易形態
(以上前号)
四 貿易権の下放・分散と経営主体別貿易構造の変化
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中閣の対外貿易を直接担当経営する対外貿易経営主体体制一国家の立場
からみた対外貿易の経営体制の変遷を概観すれば，第1図のように図式イヒ
できょう。
海関統計には輸出入を実際にどのような単位が担当したかにかんする統
計表が収録されているので，この内容をみると，対外貿易権が中央から地
方に下放され，中央の輸出入経営の比率が少なくなり，地方の輸出入経営
部分が多くなっている事情，また三資企業の輸出入経営の事情が克明に把
握できる。
1 貿易権の下放・分散と貿易主体の再編成
(1) 貿易権の下放・分散と貿易主体の増大
改革・開放政策が打ち出された第11期3中全会は1978年12月であった
が，この時期対外貿易を分野別に一手に担当していた対外貿易部直属国営
対外貿易専業総公司は合わせて1社，このうち 1社は対外貿易の輸送の手
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中国の対外貿易経営体制の変遷第 1図
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出所:<当代中国》叢書編輯部編輯『当代中国対外貿易(上).JJ，当代中国出版社， 1992 
年， 94頁。
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配を担当する運輸総公司であった。第2図に示すのがそれらである。
19明年下半期から81年にかけて，広東省，福建省に対して特殊政策と貿
易活性化の措置がとられ，両省に対しては対外貿易企業の批准権が拡大さ
れ，両省は産鋪結合(生産と販売の結合).工貿結合，内貿外貿結合の原
則にのっとり，省所属の対外貿易公司の設立を批准し，地方商品の輸出入
業務を自主的に経営することがみとめられるようになり，両省では固有の
{田
地方貿易の進展がみられた。 1981年からは両省内の対外貿易部系統の対外
貿易分支公司の貿易は，財政請負，外貨の定額請負，地方の損益自己負担
となったので，両省のこれら分支公司の取り扱う輸出入は，各々両省の地
方貿易ということになっ必
広東省，福建省以外の各地方あるいは中央政府各部門に対しでも，貿易
経営が条件的にみとめられるようになった。各地方は国の批准をえて地方
政府経営の対外貿易公司を設立し，当該地域の輸出入業務を経営できるよ
うになった。また，いくつかの特殊商品について，条件のあるところでは，
工業部門と貿易部門が連携して生産，供給，脹売を一本化して管理する形
をとった工貿結合の貿易公司を設立してもよいことになった。中央政府の
各部門も，従来対外貿易専業総公司が専ら取り扱っていた一部の商品の輸
出入を，自らが工貿結合あるいは農貿結合の輸出入公司を設立したりなど
して行うことができるようになった。この2年余の聞に批准，設立された
対外貿易公司の数は400余社にのぼった(広東省，福建省の両省が自ら批
准した対外貿易公司を除く)。
この時期，各地方は地方の輸出入業務を経営する専業貿易公司を設立し
た。例えば，北京市対外貿易総公司，天津市対外貿易総公司，上海市対外
貿易総公司などがそれらである。中央政府の各工業部門も，当該部門の系
統関連製品の輸出入公司を設立した。中国冶金進出口総公司，中国機械設
(5) <当代中国》叢書編輯部編鱒『当代中国対外貿易(上).11.当代中国出版社.1992 
年.95頁。
(6) 中華人民共和国海関総署編印『中華人民共和国海関統計年報-1981年(上冊).1.
1983年 1頁。
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備進出口総公司，中国原子能技術進出口公司，中園長城工業公司，中国電
子技術進出口公司，中国航空技術進出口公司，中国北方工業公司，中国船
舶工業公司，中国紙調公司(生産，供給，販売を一本化して経営管理する
形をとっている)などがそれらである。
次の1982....83年のこの両年の聞は，対外貿易に携わる企業の数は50社余
りが増加したのみであったが， 84....85年にかけて，広東省，福建省の両省
が批准した対外貿易企業を除く対外貿易企業は新たに400社余りが増えた。
1984....85年にかけて，貿易体制改革は3つの原則に沿って推進された。①
政企分離(政治活動と経済活動を切り離す)， @貿易活動における代理制
の導入，①工貿結合，技貿結合，輸出入の結合の展開である。これと同時
に，生産企業に対外貿易権を与え，条件のある生産企業が対外貿易活動に
参加できるようにした。生産企業の輸出生産に対する積極性を引き出そう
と図ったのである。
中央政府のほとんどの工業およひち芝通関連の部は，各々の系統関連製品
の輸出入公司をもつようになった。いずれの地方も商品輸出入，技術貿易，
対外情報・コンサルティング，技術開発等の公司を設立していった。計画
単列都市(全国計画に計画都市対象主体として固有に掲げられる中心的計
画都市)，経済特区も各々自己の対外貿易公司と専業貿易公司を設立した。
14の沿海開放通商港都市(1984年4月対外開放，大連，秦皇島，天津，煙
台，青島，連雲港，南通，上海，寧波，温f!i，福川、1，広州，湛江，北海の14通
商港都市)はし、ずれも技術貿易公司を設立した。鞍山鋼鉄公司，第一汽車
製造廠，吉林化学工業公司など一群の生産企業にも，輸出入経営権が与え
られた。工貿結合，技貿結合の対外貿易企業にも，この時期新たな進展が
みられた。例えば，上海工作機械工場，無錫工作機械工場，秦川工作機械工
場，武漢工作機械工場などグラインダーを生産する中心的な企業が，連合
して中園長江グラインダー輸出連営公司をつくるなどした例がそうである。
1985年末から87の上半期にかけて，国は各種の対外貿易公司に対して整
理を行った。公司の経営範囲，輸出入商品目録などについて改めて審査を
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中央各部・委員会所属外貿総公司(1988年)
|各部・委員会所属主要総公司|
中国機械設備進出口公司 中国石化国際事業公司
中国汽車工業進出口公司 中国出版対外貿易公司
中国煤炭進出口公司 中国国際図書貿易公司
中国有色金属進出口公司 中国冶金進出口公司
中国姻草進出口公司 中国紡織機械和技術進出口公司
中国原子能工業公司 中国凱利実業有限公司
中国航空技術進出口公司 中国志華有限公司
中国電子進出口公司 中国保利科技有限公司
中国北方工業公司 中国林木種子公司
中国船舶工業貿易公司 中国種子公司
中園長城工業公司 中国種畜進出口公司
中国海洋石油公司 中国電影輸出輸入公司
中国図書進出口公司 中国農業機械進出口連合公司
中国境峰技術設備公司 中国富利公司
中国東方科学儀器進出口公司 中国地質技術開発進出口公司
中国航空器材公司 中国康奪実業有限公司
中国科学器材公司 中国郵電器材公司
中国国際信托投資公司 中国電視国際服務公司
中国新型建築材料進出口公司 中国建築材料及設備進出口公司
北京光大実業公司 中国振華進出口公司
中国平和電器有限公司 中国軽工業対外経済技術合作公司
中国京安器材進出口公司 中国唱片公司
中国新興公司 中国農墾進出口公司
中国化工建設総公司 中国工商経済開発公司
出所:中華人民共和国海関総署編印『中華人民共和国海関統計年報ー1988年~， 1990年， 2-3頁。
第7表
|対外経済貿易部所属主要総公司|
中国機械進出口総公司
中国五金砿産進出口総公司
中国化工進出口総公司
中国技術進出口総公司
中国糠油食品進出口総公司
中国紡織品進出口総公司
中国土産畜産進出口総公司
中国軽工業品進出口総公司
中国工業品進出口総公司
中国儀器進出口総公司
中国医薬保健品進出口総公司
中国包装進出口総公司
中国出口商品基地建設公司
中国紙鯛進出口総公司
中紡服装進出口公司
中国成套設備出口公司
中国出国人員服務公司
中国国際広告公司
中国対外経済容詞公司
中国対外貿易運輸公司
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やり直した。
1979年下半期から1987年上半期の聞に，全国で合わせて各種対外貿易企
業2，200余社(このうち広東省800余社，福建省200余社)が批准された。 1979
年に比べ，この数は12倍余りになる。このうち，対外貿易専業総公司およ
びその子会社，分公司が500余社で5倍に増えている。政府各部門の公司
は300余社， 41倍，地方外貿公司1，200社，約500倍，生産企業で貿易を行
うもの200余社にのぼった。
1988年には沿海地区経済発展戦略が打ち出され，この新しい情況に対応
するために，対外経済貿易部は各省，自治区，直轄市，計画単列都市に，
当該地区の輸出入業務に携わる対外貿易企業設立，対外貿易権認可の審査，
批准権を下放した。従来対外経済貿易部所属専業総公司下に統轄されてい
た地方の分公司も独立させられた。同年上半期地方政府の批准を経て設立
された対外貿易企業の数は， 1，000余社に達した。 1988年末には，対外貿易
公司および対外貿易権をもっ生産企業の数は，全国で5，000余社に達しバ
数年来の対外貿易公司を含む公司の増加は著しかったが，これら公司の
中には行政と何らかの結びつきをもって設立されたものもかなりあった。
こういった公司は必ずしも期待されたような企業ピへィピアーをとるとは
かぎらず，行政と結びつく形で暴利をむさぼるといった事態も生じていた。
また，公司の数の増加に貨源の供給が追いつかず，契約不履行なども増え
ていった。すぐれた商品が不足しているとLヴ基本的経済状況の下で，こ
のように公司の設立，認可が容易に行われるようになると，経済学の教科
書に描かれる「正常な均衡」に到る前の段階で経済的混乱が生じ， i正常
な均衡」から益々遠ざかっていくといった事態が生ずる場合もあり，最終
的には行きつくかもしれない(?) i正常な均衡」を期待して待っている
というわけにもいかなくなる。
(7) 前掲書， 95-97頁。
(8) 対外貿易面におけるこういった事態については，拙稿「中国の輸出体制改革は
成功したかJ.~経済評論~. 1990年7月号参照。
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(2) 貿易主体の整理と再編成
このような事態を踏まえて，党中央と国務院は， 1988年10月から公司の
整理の作業に乗り出した。しかし，この作業はなかなか捗々しい進展をみ
せなかったため， 89年8月党中央と国務院は再びこの作業に力を入れて取
り組むよう呼びかけた。公司の廃止・統合の重点は中央および地方の党・
政府機関が経営する公司，卸売・対外貿易公司，金融分野の公司で，商業
部，対外経済貿易部，物資部，人民銀行がそれぞれ具体案を作成L.，国務
院の承認を得た後実施することとされた:
対外貿易企業の整理の状況をみると， 1990年7月噴までに対外経済貿易
部は1，300の対外貿易企業の解散，あるいは対外貿易権の取り消しを行っ
た。解散あるいは対外貿易権の取り消し処分をうけた企業数は中国の貿易
企業総数の27%を占めた。これら対外貿易企業は過去数年聞に設立された
ものであったが，対外貿易の専門家が欠けていたり，阪売経路を欠いてお
り，経営面で、の管理が十分で、なかったといわれている。処分を受けた企業
は契約を交わすことが停止されたが，既約契約分については地方政府がそ
の後始末に手を貸すよう求めd:
1991年6月21日対外経済貿易部李嵐清部長は全人代常務委員会全体会議
で対外貿易企業の整理の問題について，この作業がこの段階で基本的に完
了したと報告し，具体的な数字と状況を示した。
①中央国家機関49部門に所属する対外貿易公司826社のうち115社(対外
経済貿易部系統49社を含む)を統廃合し， 711社の存続を認可した。
②36の省，直轄市，自治区，計画単列都市に所属する対外貿易企業(対
外貿易権をもっ生産企業も含む)2，140社のうち， 932社の対外貿易経
営権を取り消し， 1，208社の存続を認可した。
①経済特区対外貿易企業(約1，000社)は国務院の規定にもとづき，特
区自身が整理作業を完了する。
(9) 日本国際貿易促進協会『国際貿易』紙， 1989年9月12日号。
(叫 『人民日報J1， 190年8月2日号。向上紙， 190年8月14日号。
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第8表 1993年末における中央各部・委員会所属主要対外貿易総公司
中国林木種子公司
中国種畜進出口公司
中国京安器材進出口総公司
中国冶金進出口公司
中国富利進出口総公司
中国紡織機械和技術進出口公司
中国航空器材公司
中国図書進出口総公司
中国航空技術進出口総公司
中国枝池食品進出口総公司
中国軽工業品進出口総公司
中国成套設備出口公司
中国出口商品基地建設総公司
中国土産畜産進出口総公司
中国最帯、鯛進出口総公司
中紡服装進出口公司
中国工芸品進出口総公司
中国紡織品進出口i総公司
中国石化国際事業公司
中国包装進出口総公司
中国務峰技術設備公司
中国科学器材公司
中国平和進出口総公司
中国唱片総公司
中国電子進出口総公司
中国農墾進出口公司
中国北方工業公司
中国原子能工業公司
中国東方科学儀器進出口公司
中国凱利実業有限公司
中国工程与農業機械進出口公司
中国機械設備進出口総公司
中国郵電器材総公司
中園長城工業公司
中国軽工対外経済技術合作公司
中国電影輸出輸入公司
中国船舶工業貿易公司
中国恵通集団総公司
中国汽車工業進出口公司
中国姻草進出口総公司
中国国際信托投資公司
中国海外貿易総公司
中国化工建設総公司
中国保利科技有限公司
中国種子公司
中国煤炭進出口総公司
中国医菊保健品進出口総公司
中園出版対外貿易総公司
中国有色金属進出口公司
中国海洋石油総公司
中国新型建築材料進出口公司
中国建築材料及設備進出口公司
中国技術進出口総公司
中国儀器進出口総公司
中国化工進出口総公司
中国機械進出口総公司
中国新興進出口総公司
中国振肇進出口総公司
中国五金砿産進出口総公司
中国国際図書貿易総公司
中国光大対外貿易総公司
中園地質技術開発進出口公司
出所:中華人民共和国海関総署編印『中華人民共和国海関統計年鑑ー1993年(上冊)J
1994年， 150-151頁。
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①未だ整理作業の完了していない5つの省と自治区が残っており，作業
を継続する。
1993年2月時点では対外貿易企業総数は約4，000社余りと公表されてお
り，この中には園の規定条件をそなえ新しく認可された地方(市)，県ク
ラスの公司100社，対外貿易権が与えられた100の研究機関，生産企業925
社(このうち半数余りは昨年以降認可された)，固有大中型百貨庖23社(一
部国家とのパーター貿易経営権のみ)などが含まれてい41?
生産企業に対する輸出入権は1983年から与えられるようになったが， 90 
年末までに404社の地方生産企業に輸出入権が認められ， 91年9月末の時
点、で輸出入権をもっ生産企業は431社になっていた。全国41の省，市，自
治区，計画単列都市のうち，輸出入権をもっ生産企業は広州市43社，広東
省42社，上海市36社， 20-30社未満のところは江蘇省，遼寧省，大連市，
北京市，藩陽市である。機械・電気関連の工業企業が多く，一部冶金，石
油化学，軽工業，紡織工業も含まれてい£
1994年2月段階では，対外貿易権をもっ中国の企業は約7，000社といわ
れており，このうちおよそ2，000社が工業企業， 280社がパーター貿易公司，
200社が研究機関とL、う内訳となっている模様である。筆者は同年6月時
点で対外経済貿易大学での研究会でこの点について確認したところ，同様
の確認をえている。 1993年から例年にかけて，対外貿易権を与えられた工
業企業の数が急速に増えてきていることがわかり，貿易面において対外貿
易公司は対外貿易権をもっ工業企業と競争関係に立つ局面が多くなってき
ている状況がうかがえる。
(1) 前掲紙， 1991年7月9日号。
同 向上紙， 1993年3月初日号。対外経済貿易部呉儀副部長が新聞のインタビュー
に答えたものとして報道されている。言うまでもなく，この時点で9万余社に達
する外国投資企業はすべて対外貿易権をもっし，国際経済技術合作公司70社も対
外貿易権をもっ(向上紙)
(13) 向上紙， 1991年10月15日
(14) 同上紙， 1994年2月2日号。
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第9表輸出入経営部門別構成:1980年と1984年の比較
よ同士 輸出入総額 輸出総額 輸入総額年 100万lごル % 100万J;'ル % 100万J;'ル % 
総額 38，136 100.0 18.119 100.0 20，017 100.0 
対外貿易部系統経営 36，745 96.4 17，501 96.6 19，244 96.1 
一九 中央各部門経営 706 1.9 472 2.6 234 1.2 
八 各省，自治区，直轄市経営 492 1.3 74 0.4 418 2.1 
年O 中外共同経営企業経営 42 0.1 8 34 0.2 
外資独資企業経営 (0.3) 
その他 150 0.4 64 0.4 86 0.4 
総額 53，549 100.0 26，139 100.0 27，410 100.0 
対外経済貿易部系統経営 35，593 66.5 17，517 67.0 18，076 65.91 
中央各部門経営 5，624 10.5 3，877 14.8 1，746 6.4 
九 各省，自治区，直轄市経営 10，953 20.5 4，552 17.4 6，401 23.4 
八
四 圏内共同経営企業経営 904 1.7 124 0.5 780 2.8 
年 中外共同経営企業経営 177 0.3 60 0.2 117 
外資独資企業経営 291 0.5 9 282 1.0 
その他 7 7 
出所:中華人民共和国海関総署編印『中華人民共和国海関統計年報ー1980年.1，
1984年， 2-3頁。向上『向上年報-1984年.1， 1985年， 2-3頁よP作成。
2 経営主体別貿易構造の変化
(1) 貿易体制改革の端初期の状況
海関統計資料の編成作業再開後初の「海関統計年報ー1980年」によって
1980年の状況をみると，対外貿易部直属の対外貿易専業総公司の輸出入取
扱高は367億4，500万ドルで，全国の輸出入総額の96.4%を占め，中央の各
部門の輸出入取扱高と合わせると，中央が全国の輸出入総額の98.3%を経
営していたことがわかる。地方経営単位の輸出入取扱高は約5億ドルで，
全国の輸出入総額のわすか1.3%を経営していたにすぎない。概括的に言
うならば，全国の輸出入はそのほとんどが中央によって経営され，就中対
外貿易部直属の専業総公司が担当していたということである。
1981年には中央の輸出入取扱高は86.1%に下がってきており，地方の輸
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出入取扱高は13.3%に上がってきている。対外貿易部直属専業公司経営の
輸出入額は全国の輸出入総額の80.7%にまで地位を低めている。
1982年には中央の輸出入取扱高の割合は84.3%で，このうち対外経済貿
易部直属の専業総公司が75.4%，中央の各部門が8.9%の輸出入を行った。
地方経営単位の輸出入取扱高の比率は14.6%であった。同年外資系企業の
輸出入額の割合がほぼ1%にL、たったことは，外資系企業の存在を実体的
な国有の存在としてみてし、かなければならなくなったとL、う意味で，ある
いは重要な意義をもつことかもしれなし、。
1983年にも対外経済貿易部直属専業総公司の輸出入取扱高の割合は下が
ってきており，地方経営単位および外資系企業の輸出入取扱高の割合が上
昇している。対外経済貿易部外の中央の各部門の輸出入取扱高のウェイト
が1割をこえたことは，注目すべきことであろう。
第10表輸出入経営部門別構成一1985年
ヰトゴを 輸出入総額 輸出総額 輸入総額100万Fル% 100万iごル % 100万Fル % 
総額 69，602 100.0 27，350 100.0 42，253 100.0 
全国的経営範鴎の対外貿易
総公司(対外経済貿易部系
統経営，中央各部門・委員
28，699 41. 2 3，537 12.9 25，162 59.6 
会経営の全国的経営範囲の
専業公司，全国的経営範囲
の請負・信託審請服務公司)
各省，自治区，直轄市経営
など(全国的経営範囲の対
55.0 23，499 85.9 14，773 34.8 
外貿易総公司の分支公司も
含む)
中外共同経営企業経営 2，104 3.0 218 0.8 1，886 4.5 
外資独資企業経営 257 0.4 78 0.3 178 0.4 
その他 271 0.4 17 0.1 253 0.6 
出所:中華人民共和国海関総署編印『中華人民共和国海関統計年報-1985年jJ.
1986年. 2頁。
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(2) 地方経堂単位の貿易取扱高の上昇
すで、に述べたように， 1984年対外経済貿易部は貿易体制改革の基本構想
を打ち出し，この構想の基本路線に沿って貿易体制改革を精力的に推し進
めることになる。したがって， 1984年の状況と85年の状況を比較してみる
と，このことの意味がはっきりと読みとれる。
1984年には中央の輸出入取扱高の割合は77%で，このうち対外経済貿易
部直属の専業総公司が66.5%，対外経済貿易部外の中央各部門が10.5%の
輸出入を担当していたが， 85年になると全国的経営範囲の対外貿易総公司
(1985年からの海関統計では対外経済貿易部系統経営の輸出入統計が区別
して明示されなくなった)の輸出入取扱高の割合は41.2%となり，もはや
中央各部門を中心とした経営単位の輸出入取扱高は輸出入総額の半分以下
を担当しているにすぎなくなっている。したがって， 1984年には各省，自
治区，直轄市など地方が輸出入総額の20.5%担っていたにすぎないが， 85 
年には地方が輸出入総額の55.0%を担い，過半分の輸出入は地方経堂単位
が取り扱っているのである。特に輸出では， 1985年には輸出総額の85.9%
を地方経営単位が直接輸出しているのである。中央各部門と対外経済貿易
部系統を中心とする単位の経営による輸出は12.9%にすぎなくなってお
り， 1984年の状況と関係が全く逆転していることが明確に出ている。
しかし，輸入の側では1984年に比べて85年は，対外経済貿易部系統と中
央各部門を中心とする単位の経営になる輸入取扱高の比率は72.3%から
59.6%に下がってはいるものの，約6割はやはり対外経済貿易部系統と中
央各部門を中心とする単位によって経営されており，輸出面での状況とは
様相を異にしている。これは中央の計画によって推進される輸入が，主と
して対外経済貿易部直属の専業総公司や対外経済貿易部外の中央各部門の
対外貿易総公司によって行われることを反映している。輸入面では，やは
p対外経済貿易部直属の専業総公司や各専門部門の輸出入総公司に集積さ
れた専門的技術知識なり，強力な交渉力なりが大きな力を発揮するところ
が多く，こういった背景にもとづいて輸入が推進される部分が相対的に多
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いとL、う事情を物語っているといえよう。反対に中国向け輸出業者からす
ると，輸出相手は手ごわい，相手ベースに振り因される取引相手というこ
とになろう。
地方経営単位の貿易で特に目立った地位にあるのはやはり広東省で，
1985年には輸出入総額の13.0%を占めて第1位にあり，これに次ぐのが上
海市で7.8%，以下遼寧省4.8%，山東省4.4%，江蘇省2.9%，天津市2.6
%，河北省2.3%，深ガ1経済特区2.2%の順となっている。
1984年における中外合弁企業，合作企業，独資企業の総、輸出入額は輸出
入総額の 1%にみたないが， 85年にはこの比率は3.4%にまで高まってき
ている。しかし，表から知られるように，三資企業の総輸出額と総輸入額
第11表輸出入経営部門別構成ー1989年
」?ゴを 輸出入総額 輸出総額 輸入総額100万r'Jレ% 100万lごル % 100万lごル % 
総額 111，678 100.0 52，538 100.0 59，140 100.0 
中央各部・委員会対外貿易
26，404 23.6 1，986 3.8 24，418 41. 3 
総公司
各省，自治区，直轄市，計画
単列都市，沿海開放都市， 70，847 63.4 45，525 86.7 25，322 42.8 
経済特区経営単位
三資企業 13，709 12.3 4，913 9.4 8，796 14.9 
中外合作企業 2，219 2.0 794 1.5 1，425 2.4 
中外合資企業 9，969 8.9 3，436 6.5 6，533 11.0 
外資独資企業 1，522 1.4 683 1.3 839 1.4 
その他 719 0.6 115 0.2 604 1.0 
出所:中華人民共和国海関総署編印『中華人民共和国海関統計年報-1989年J]，
1990年， 2-9頁よP作成。
同筆者は屡々中国現地で日本商社，メーカーの方々から対中貿易の実情につきお
うかがし、する機会があるが，こういった機会におうかがし、したお話の内容と，中
国関連筋および文献などに言及される専業総公司の交渉力などを考え合わせた筆
者の判断である。
同中華人民共和国海関総署編印『中華人民共和国海関統計年報-1985年J]， 1986 
年 2頁。
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を比べると，両年ともに入超となっている。
(3) 地方経営単位を中心とした貿易体制の確立
1988年からは本稿(上)で、述べたように，第一次請負経営責怪制が採用
され，従来の対外貿易専業総公司傘下の地方の分公司が地方の対外貿易公
司として独立させられ，地方政府に地方性単位の対外貿易権の審査，批准
権が下放される。このため1988年からは，地方の貿易の取扱高は一気に増
え，その輸出入総額に占める比率も大きく上昇する。
第4表に対応させる意味で.1989年の輸出入経営部門別構成をとり.85 
年のそれと対比してみると，状況が極めて明確になる。
輸出入総額のうち.1985年の全国的経営範囲の対外貿易総公司の取扱高
は41.2%を占めていたが.89年には23.6%にまで下がり，地方経営単位の
取扱高は85年の55.0%から63.4%にまでその地位を高めている。輸出では，
1985年の全国的経営範囲の対外貿易総公司の取扱高は12.9%.地方経営単
位の取扱高は85.9%であったが.89年には中央各部・委員会対外貿易総公
司の取扱高は3.8%にまで落ち，後者が86.7%になっている。 1989年の輸
出では三資企業の輸出額の割合が9.4%と大きくなり，同年の中国の輸出
のほとんどが地方経堂単位と三資企業によって担当されたことを物語って
いる。輸入では.1985年の全園的経営範囲の対外貿易総公司の取扱高は
59.6%.地方経営のそれは34.8%であったが.89年には中央各部・委員会
対外貿易総公司の取扱高が41.3%にまで落ち，地方経営単位の取扱高が
42.8%に上昇している。 1989年には，輸入でも三資企業の輸入額の割合が
14.9%と大きなウェイトを占めるにいたっている。
1989年の地方経営単位の輸出入総額の地方別内訳構成でみると，広東省
が輸出入総額の24.1%(深ガ1経済特区4.8%).上海市7.2%.遼寧省4.7%.
山東省3.4%.江蘇省3.1%.天津市2.2%.逝江省2.1%.福建省1.9%と
いったところが主要な地位を占めている:
川中華人民共和国海関総署編印『中華人民共和国海関統計本報ー1989年J.1990 
年 3-9頁。
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第12表輸出入経営部門別構成:1992-例年
よy竺f輸出入総額 輸出総額 輸入総額年 100万lごル % 100万Fル % 100万Fル % 
総額 165，525 100.0 84，940 100.0 80，585 100.0 
中央各部・委員会対外
23，236 14.0 4，084 4.8 19，152 23.7 貿易総公可
各省，自治区，直結市，
計画単列都市，沿海開
九 放都市，経済特区経営 96，852 58.5 63，373 
74.6 33，479 41. 5 
九 単位
年 三資企業 43，727 26.4 17，357 20.4 26，371 32.7 
中外合作企業 6，429 3.9 2，615 3.1 3，814 4.7 
中外合資企業 27，670 16.7 10，465 12.3 17，206 21. 4 
外資独資企業 9，628 5.8 4，277 5.0 5，351 6.6 
その他 1，710 1.0 126 0.1 1，584 2.0 
総額 195，703 100.0 91，744 100.0 103，959 100.0 
中央各部・委員会対外
24，582 12.6 5，580 6.1 19，002 18.3 貿易総公司
各省，自治区，直轄市，
九 計画単列都市，沿海開 104，051 53.2 60，927 66.4 43， 124 41. 5 
九 放都市，経済特区経営
年
単位
三資企業 67，070 34.3 25，237 27.5 41，833 40.2 
中外合作企業 10，916 5.6 3，878 4.2 7，037 6.8 
中外合資企業 40，021 20.4 14，117 15.4 25，904 24.9 
外資独資企業 16，134 8.2 7，242 8.0 8，891 8.6 
総額 236，620 100.0 121，006 100.0 115，614 100.0 
中央各部・委員会対外
貿易総公司
各省，自治区，直轄市，
148，977 63.0 86，297 71. 3 62，680 54.2 
九 計画単列都市，沿海開
九 放都市，経済特区経営
四 単位
年 三資企業 87，643 37.0 34， 709 28.7 52，934 45.8 
中外合作企業 14，554 6.1 5，354 4.4 9，200 8.0 
中外合資企業 47，953 20.3 18，072 14.9 29，881 25.8 
外資独資企業 25，136 10.6 11，283 9.3 13，853 12.0 
出所:中華人民共和国海関総署編印『中華人民共和国海関統計年鑑ー1992年(上
冊).iI， 1993年 2-8頁，同上『向上年鑑-1993年(上冊).iI， 1994年， 150 
-151頁，向上『中国海関総計.iI(月刊)， 1993年第12期， 17頁。向上『同上
年鑑ー1994年(上冊).iI， 1995年， 13-15頁より作成。
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1989年の三資企業の輸出入額が輸出入総額の中に占める比率は12.3%
で，三資企業の輸出入が中圏全体の輸出入総額の1割を超える大きなウェ
イトを占めるにいたっていることは特に註意すべきことであろう。しかも
1989年も，輸出と輸入の差が入超38億8千万ドルに達している。
(4) 三資企業の地位の急上昇
1992年には，中央各部・委員会の経営する対外貿易総公司の輸出入取扱
高の輸出入総額に占める割合は14.0%にまで下が!?，絶対額としても1980
年の輸出入総額374億5，100万ドルから232億3，600万ドルにまで取扱高が下
がってきている。反対に地方経営単位の輸出入取扱高は1980年の 4億
9，200万ドルから968億5，200万ドルに上昇し，そのウェイトも58.5%を占
めるにいたっている。 1992年の地方経営単位の輸出入取扱高のウェイトは
89年のそれに比べて下がってきているが，これはこの聞に三資企業による
輸出入額が約3倍に急増した事情を反映した結果で・ある。因に，この聞に
地方経営単位の輸出入取扱高は約260憶ドル増加しているのに対し，三資
企業の輸出入額は約300億ドル増加しているのである。
輸出では，中央各部・委員会経営の対外貿易公司の取扱高は40億8，400
万ドノレで，輸出総額に占めるウェイトは4.8%，地方経営単位の取扱高は
633億7，300万ドル，その輸出入総額に占めるウェイトは74.6%である。輸
入では，中央各部・委員会経営の対外貿易公司の取扱高は191憶5，200万ド
ルで，輸入総額に占めるウェイトは23.7%と， 89年と比べて絶対額からみ
ても，そのウェイトからみても急激にその地位を下げている。反対に，地
方経営単位の輸入取扱高は89年のそれに比べ81億5，700万ドル増えている
ものの，三資企業の輸入額が175億7，500万ドル増加したために，そのウェ
イトは41.5%と89年に比べて下がっているのが実情である。
1989年以来三資企業の輸出入額は急速に増加し，例年のその輸出入額の
輸出入総額に占めるウェイトは21.3%と2割台にのせ， 92年には26.4%に
まで地位を上げてきている。 1992年の三資企業の輸出額の輸出総額に占め
る比率は20.4%，輸入額の輸入総額に占める比率は32.7%で，やはり約90
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億ドルの入超の構造となっている。
(5) 貿易拡大の主要担い手としての三資企業
輸出入経営部門別構成の内訳が従来の区分にそった形で利用できるのは
1993年までであるが，これによる1993年の中央各部・委員会経営の対外貿
易総公司の輸出入取扱高は245億8，200万ドルで，その輸出入総額に占める
割合は12.6%である。中央各部・委員会経営の対外貿易公司の輸出入取扱
高は1992年には14.0%を占めていたから， 93年の輸出入総額に占めるその
ウェイトは下がっているのである。しかし，これまで中央各部・委員会経
営の対外貿易公司の輸出入取扱高は絶対額で、下がってきていたのが， 1993 
年には絶対額で増加している点が注目される。
1993年の地方経営単位の輸出入取扱高は1，040億5，100万ドルで，輸出入
総額の53.2%を占めている。地方の輸出入取扱高は前年よりも増加してい
るが，三資企業の輸出入額が93年に比べ53.4%も大幅に増加したため，地
方単位経営の輸出入取扱高の輸出入総額に占める比率は下がることとなっ
た。
輸出では，中央各部・委員会経営の対外貿易公司の取扱高は55億8，000
万ドル，対前年成長率36.7%で，輸出総額に占める割合は6.1%と前年よ
りもやや地位を高めている。しかし，地方経営単位の輸出は609億2，700万
ドルで，前年に比べ3.9%減少し，輸出総額に占める比率も前年の74.6%
から66.4%に大幅落ち込みを示している。 1993年上半期にすでに輸出を主
体とした中国国有企業の輸出は前年同期に比べ3.4%の減少を示してお
り，対外貿易経済合作部部長の呉犠は6月8回全国外貿工作電話会議で輸
(19) 
出佳務の達成に努めるよう呼びかけた。しかし，この努力にもかかわらず，
地方の輸出は前年実績を下回ってしまったのである。例えば，遼寧省の地
方経営単位の輸出は前年に比べ20.4%減，上海市のそれは対前年比11.7%
同 『国際貿易』編輯部「今年上半期我国進ロ，引進外資保持高速度但出口増長緩
慢J，中国対外貿易経済合作部国際貿易研究所『国際貿易JI，193年第8期， 7頁。
同 「努力完成出口任務一呉儀部長在全国外貿工作電話会議上的講話摘要J，同上
誌， 193年第7期 6頁。
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減，山東省8.5%減，江蘇省1.7%減などとなっている。その他の地方の経
営単位の輸出もあるいは前年実績を下回ったり，伸び悩みの状態が多
1993年の輸出は対前年比8%の成長であったが，中央各部・委員会経営
の対外貿易総公司の輸出額と地方経営単位の輸出額を合わせた，中国の経
営単位の輸出総額でみると， 93年のその輸出総額は92年のそれに比べて
1.4%減となっている。つまり，三資企業の輸出増加が中国の経営単位の
輸出減少部分を補って，さらに全体の輸出の成長を支えてきたわけである。
地方経営単位の輸出がこのような状況に陥った原因については，以下の
ような事情が考えられる。
①全般的にみて，圏内経済の高度成長(1993年の国内総生産の対前年成
長率は13.4%)，投資規模の拡大(1993年の固定資産投資の対前年成
長率は50.6%)，需求の逼迫によって，一部商品，特に第一次産品の
圏内価格が上昇し，輸出貨源に不足が生じ，輸出の停滞，減少をもた
<21l 
らしたb特に石油製品(航空機用ガソリン，自動車用ガソリンなど)， 
(22) 
鋼材，セメントなどの輸出が激減した。このことを背景として，沿海
11省，市等の経済成長の速い地域では特に輸出が全般に緩慢で，地域
(2ω 
によっては減少した。
①一部大宗商品の国際市況がゆるみ，価格が大幅下落した。機械とり生
糸は前年に比べ31.4%価格下落，絹織物は8.7%，シルク服装品は
24.4%各々下落した。一部大宗農副産品の輸出価格も大幅価格下落し
た。例えば，米は前年に比ベ30%下落，ニンニクは40%，冷凍兎肉は
(20) 中華人民共和国海関総署編印『中華人民共和国海関統計年鑑ー1992年(上冊).1
1993年， 2-8頁，向上『中国海関統計.1(月刊)， 1993年第12期， 11-19頁。
(21) Ir国際貿易』編輯部「有関外経貿問題答読者間J，中国対外貿易経済合作部国
際貿易研究所『国際貿易.1， 1994年第3期 5頁。
同 中華人民共和国海関総署編印『中華人民共和国海関統計年鑑ー1993年(上冊).1，
1994年， 32頁， 34-35頁， 97-101頁。
同朱立南「国内外市場接軌与対外貿易均衡J.中国対外貿易経済合作部国際貿易
研究所『国際貿易.1 1994年第5期 9頁。
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46.1%各々下落した。
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①対外貿易向け貸付資金の不足，置遇利率の未適用が輸出拡大に一定の
影響をもたらした。対外貿易向け資金が不足し，輸出の発展に大きな
影響を及ぼしたとともに，国家の援助する輸出商品の買付資金供給に
対する優遇金利がし、くつかの省や市では実際に適用，実行されず，対
外貿易公司の費用を押し上げることとなり，輸出商品の競争力を殺ぐ
ことになった。また，機械・電気機器などの高付加価値商品の輸出に
対する信用供与体制が不備で，機械・電気機器などの輸出促進に一定
(25) 
の影響を及ぼした。
①今日貿易活動の主軸となっている地方の対外貿易公司，特に省級の対
外貿易公司では，数年来の在庫の減価，廃棄処分など潜在的な負担が
重なり，経営活動の展開を制約するところとなり，輸出競争力の低下
をもたらした。
⑤経営システムや分配制度上の理由から，国営対外貿易公司の中堅とな
っている人材の異常流出が生じ，貿易活動の円滑な展開に支障が生じ
てきている。伝統をもっ対外貿易公司から新しい対外貿易公司へ，内
地の対外貿易公司から沿海部の対外貿易の窓口となっている対外貿易
公司へ，中国の対外貿易公司から三資企業あるいは外国企業の代表処，
事務所などへというのが主要な流れであるが，人材の流出はそれにと
もなって顧客，契約，資料等の流出をともない，元の公司の貿易活動
(21) 
に大きな影響を与えることとなっているP
@1993年の経営システム転換の中で，対外貿易公司の内脹と外顕の自由
選択度が進み，受動的な輸出はだんだんと少なくなり，輸出の効率，
利潤追求の体質は強化されたが，このことは裏を返して言えば欠損輸
岡高潰准「当前外貿出口面臨的主要問題及其対策恩考J.対外経済貿易大学『園
際貿易問題~. 1994年第4期.12頁。
附同上論文，同上誌.12頁。
加) 同上論文，向上誌.13頁。
伊) 同上論文，向上誌.13頁。
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出はなくなったということである。したがって，従来に比べ輸出が緩
{阻}
慢になった面がある。
⑦1993年6月1日国家外腫管理局は外貨調整センターの上限価格を撤廃
した。 6月1日の上海の外貨調整センターの人民元の終憧は1ドル=
8.135元から 1ドル=10.17元と大幅なドル高となった。下半期マクロ
コントロールが強化され，経済の過熱を抑える措置がとられるように
なった。これにつれて，上海の外貨調整センターの人民元レートは年
末 1ドル=8.70元になった(公定レートとほぼ同一)。このような情
況の下では，元の外貨調整市場レートに基づいて行った輸出契約は契
約履行が困難になるばかりでなく，輸出外貨転換コストの高い農副産
物や土産畜産物，新開発技術・資金集約型製品の輸出に大きな困難が
(四J
出てくる。
①貿易体制の改革につれて，各種の対外貿易公司，貿易権をもっ企業，
三資企業などが増加してきたことについてはすでに述べたところであ
るが，競争力の比較という点からみると，三資企業の競争力が固有の
対外貿易公司よりも強く，固有の対外貿易公司は輸出貨源や原材料な
どを屡々うばわれd:中央各部・委員会経営の対外貿易総公司は全国
性の対外貿易総公司であり，輸出貨源の組織力も広いが，これに対し，
地方経営の対外貿易公司の輸出貨源組織力はやはり一定の地方性をも
ち，輸出貨源が不足状況にあるとかし、った条件の下においては，貨源
組織力に限界性が現われてくる。
注意すべきは，これらの要因は単独で作用することもあるし，相互に作
用し合って顕著な結果をもたらしたり，偏りを大きくしたりするというこ
とである。例えば，地方経営の対外貿易公司の貨源組織力に一定の限界性
附朱立南「国内外市場接軌与対外貿易均衡J，中国対外貿易経済合作部国際貿易
研究所『国際貿易~， 1994年第5期 9頁。
(29) 向上論文，同上誌 9頁。前掲論文，前掲誌， 13頁。
附華境紅「外商投資企業与国有外貿企業出口比較研究J，対外経済貿易大学『園
際貿易問題~， 1994年第7期， 45頁。
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があるといった@の要素とか，省級対外貿易公司に従来から引き継がれた
重い負担があるといった①の要素があるとL、う条件の下で，全般的な貨源
不足という①の状況が出てきた場合，地方経営の対外貿易公司は具体的に
はますます⑤の行動様式をとるようになるといったことである。
1993年の輸入は前年に比べ29%増加の1，039億5，900万ドルで，中央各部
・委員会経営の対外貿易総公司の輸入取扱高は190憶200万ドル，輸入総額
に占める比率は18.3%と前年よりも低くなっている。地方経営単位の輸入
額は431億2，400万ドルで，輸入総額の41.5%を占め，前年と同じウェイト
を保っている。地方の経営単位の輸出が減少し，輸入が高い伸び率を示し
たのは，圏内経済の高度成長，投資の拡大，旺盛な需要によって，原材料，
エネルギー，機椀設備，通信設備の輸入が大幅に伸びたことによ4:急速
な輸入拡大がみられるのは三資企業の輸入である。 1993年の三資企業の輸
入額は418億3，300万ドルで，対前年増加率で58.6%である。三資企業の対
前年輸入増加額は154億6，200万ドルで，このうち三資企業の自家用設備・
資材輸入の対前年増加額は86龍1，200万ドル，三資企業の圏内加工脹売用
原材料および部品の輸入の対前年増加額は8億7，800万ドルで，この両項
目の対前年輸入増加額の対前年輸入増加総額に占める割合は61.4%も占め
ており，就中前者の増加が著しかったことを物語っている。この点につい
てはすでに本稿(上)で指摘した通りである。三資企業の主要な貿易形態
(32) 
が加工貿易と来料加工であることを考えれば，加工貿易の対前年輸入増加
額45憶2，700万ドルのうちのかなりの部分が，三資企業の輸入によって占
められている可能性が強い。
1993年における三資企業を含む地方経営単位の輸出入額の内訳構成でみ
ると，広東省が783億6，200万ドルで輸出入総額の40%を占めトップに立ち，
上海がこれに次いでト145億100万ドルで7.4%，以下福建省100億4，200万ド
(31) /i"国際貿易』編輯部「有関外経貿問題答読者間J.中国対外貿易経済合作部国
際貿易研究所『国際貿易J.1994年第3期 5頁。
仰)隆国強「外資企業在我国進出口貿易中的地位，中国対外貿易経済合作部『国際
貿易J.1994年第12期.25頁。
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fレ5.1%，江蘇省924億5，200万ドル4.7%，遼寧省85億2，100万ドル4.4%，
山東省72億8，200万ドル3.7%，漸江省67億3，200万ドル3.4%というた順に
列を連ねている。
三資企業を除く中国の地方経営単位の輸出入額の内訳でみると，広東省
441億9，600万ドル22.6%(三資企業17.4%)，上海市86億6，400万ドル4.4
%(同3%)，福建省39憶8，000万ドル2%(同， 3.1%)，江蘇省46龍6，300万
ドル2.4%(同2.3%)，遼寧省57億5，900万ドル2.9%(同1.5%)，山東省
46憶2，700万ドル2.4%(同1.3%)，漸江省46憶9，900万ドル2.4%(同1%) 
となっている。福建省の貿易の主軸は三資企業が担っていることがわかり，
江蘇省，広東省でも三資企業の地位が極めて大きいことが知られよう。
(6) 1994年の状況
1994年の「海関統計年鑑」からは輸出入経営部門別構成の内訳の区分が
一部改められ，輸出入は省，直轄市，自治区等(さらに省，直轄市，自治
区等毎の特別区一経済特区，実験区を含む各種開発区，保税区などにも区
分されている)別に統計されるようになっており， 93年までの中央各部・
委員会対外貿易総公司の取扱高，各省・自治区・直轄市・計画単列都市・
経済特区経営単位の取扱高，三資企業取扱高とL、う区分別把握が一部でき
なくなった。三資企業の輸出入取扱高は把握されるので，三資企業の取扱
高と区別して中国の経営単位の総取扱高は把撞可能であるが，上にみてき
たような形で，中央各部・委員会対外貿易総公司の取扱高と地方経営単位
の取扱高が区別して把撞できなくなっている。
すでにみたように， 1993年には中央各部・委員会の対外貿易総公司の取
扱高の全国の輸出入総額に占める割合は12.6%であった。 1994年の輸出額
上位100社ランキングにおいて，上位8社は地方経営単位であり，上位100
社中10社程度が中央各部・委員会の対外貿易総公司にしかすぎなL、。第9
位にある中国北方工業公司の輸出額の輸出総額に占める比率は0.3%にす
ぎない。同年の輸入額上位100社ランキングでは，上位3社は地方経営単
位であり，上位100社中4割未満を中央各部・委員会の対外貿易総公司が
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占めているにすぎなし、。第4位にある中国技術進出口総公司の輸入額の輸
入総額に占める比率は1.9%を占め，輸出における状況とは相当の差があ
るが，輸入額でトップの座にある東莞市対外加工装配服務公司の輸入取扱
高の輸入総額に占める比率は2.4%で，地方経営単位と中央経営単位の競
争的地位からすれば，中央経営単位の独占性が目立つという状況ではない。
輸入額の上位100社のうち中央経営単位としては最下位 (92位)にある中
国有色金属進出口総公司の取扱高の輸入総額に占める比率は0.08%にすぎ
ない。このように，輸出入の両面で中央各部・委員会の対外貿易総公司の
独占的性格はほとんどなくなってきていることを踏まえて， 1994年から中
央各部・委員会対外貿易総公司の輸出入取扱高が国有に区別して取り扱わ
れなくなったものとみられる。
上述のように， 1994年の中央各部・委員会の対外貿易総公司の取扱高は
明確にわからないが，これら総公司はほとんどが北京市にあることを考慮
に入れれば，同年の北京市の総輸出入額が全国の輸出入総額に占める割合
は12.3%，総輸出額のそれは6.8%，総輸入額のそれは18.1%となってい
{田)
ることから，やはり中央各部・委員会の対外貿易総公司の地位は前年より
も下がったとみられよう。特に輸入面での地位低下が進んだことをうかが
わせる。
同年の中央各部・委員会対外貿易総公司と地方経営単位の総輸出入額
の，三資企業の総輸出入額を含む全国の輸出入総額に占める割合は63.0%
で，前年に比べその地位が下がり，三資企業の総輸出入額の全国の輸出入
総額に占める割合が37.0%と前年に比べ一段とその地位を高めているのが
目立つ。輸出では三資企業の総輸出額の全国の輸出総額に占める割合は
28.7%で，やはり前年よりも地位を高めている。逆に，中央各部・委員会
対外貿易総公司と地方経営単位の地位は下がっているわけである。三資企
業の地位の上昇が際立つのは，輸出におけるよりも輸入においてである。
附 中華人民共和国海関総署編印『中華人民共和国海関統計年鑑ー1994年(上冊)j，
1995年， 15頁。
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1993年には中央各部・委員会対外貿易総公司と地方経営単位の輸入総額の
全国の輸入総額に占める割合は59.8%を占めていたが，例年にはこの比率
は54.2%に下がっている。反対に三資企業のこの比率は45.8%と大幅な上
昇を示し，輸入における三資企業の地位が極めて大きいことを示している。
1993年の三資企業の輸入総額は対前年比58.6%もの急増を示したが， 94年
には対前年比26.5%の増加である。本稿(上)ですでにみたとおり， 1994 
年における外資企業の自家用設備・資材の輸入は対前年比22.1%の増加，
同圏内加工腹売用輸入原材料および部品の輸入は前年水準を割り込んでお
り，後にみるとおり加工貿易と来料加工・装配貿易での三資企業の輸入増
加が大きく影響した結果で， 94年に筆者が現地三資企業からえた情報とも
動向が大方一致する。
1994年における三資企業を含む全国の対外貿易経営単位の登録所在地別
輸出入額の内訳構成でみると，やはり広東省が966億5，200万ドルで輸出入
総額の40.8%を占めてトップに立ち，これに次いで中央各部・委員会対外
貿易総公司が集中する北京市が292億7，400万ドルで12.3%，上海市は180
億6，200万ドルで7.6%，以下福建省121億9，000万ドル5.1%，江蘇省117億
5，700万ドル4.9%，遼寧省102億3，800万ドル4.3%，山東省96億1，900万ド
ル4.0%，漸江省89億:8，700万ドルといった順に列を連ねていよ)
さて， 1994年の「海関統計年鑑」では企業の性格別貿易形態統計が編成
されており，これによって企業の性格別に合わせた貿易形態の特質が把握
できるようになっている。
これによると，貿易に直接携わる企業として国有企業，三資企業(中外
合作企業，中外合資企業，独資企業)，集団企業，私営企業，その他に区
分されている。筆者はこれまで非外資私営企業が直接貿易に携わっていた
事実については情報に接したことがなかったが，今度1994年現在わずかな
がらも私営企業が直接貿易活動を担っていた事実を知った。内容の詳細は
不明であり，量的にもごく限られ，まだ貿易主体として固有の存在になっ
附同上年鑑， 15-17頁。
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議 寸 合計 固有企業 中外合作企業 中外合資企業 外資独資企業 集団企業 私営企業 その他金額土% 金額 士% 金額 士% 金額 士% 金額 士% 金額 土% 金額 :1:% 金額 :1:% 
総 額 12，06 31.9 84，943 29.4 5，354 38.0 18，072 28.0 1，283 5.9 1，073 73.0 1 -6.6 270 
一 般 貿 易 61，561 42.5 56，870 45.7 368 -7.8 3， 156 2.0 590 30.5 531 お.3 101 -37.4 36 
助国家お間よ，国び際議贈関与無物償援資 23 19.8 23 21.7 一一29.6
湾寄華贈僑の物，同資香胞贈港，与外・品マ国カオ ・台籍華人の
補 償 貿 易 316 0.6 304 -0.8 一一12.0 5 97.4 一一30.9 49.4 ー -80.6
来料加工・装配貿易 18，151 13.7 15，971 1.4 235 65.2 1，25 32.2 395 50.1 32 2.9 一 -91.9 3 
方日 工 貿 易 38，825 37.3 9，903 20.1 4，751 42.4 13，676 35.6 10，297 58.1 190 35.1 1 -62.4 
委託・代理貿易 38.2 3 25.6 
国の境自小由額市貿場貿易易(国を境除住く民) 231 -37.4 170 -30.9 191 -78.3 18.4 41 
来料加工・装配用輸入設備
外国工事請負lこともなう貨物 12 -20.4 12 -20.6 94.6 
リ}ス貿易
外備資・資企材業の自家用輸入設
外用資輸企入業原材の料圏内お加よ工び部販売品
出料加工貿易 18 -7.3 10 4.3 一ー側.3 81 -15.2 45.9 
パーター貿易 1，570 -49.5 1，563 -49.1 一一7.3 5 】 78.2 ー -80.5 1 
免税外貨商品
そ の 他 196 -41.5 151 -92.5 一 -49.4 1 -59.7 一 -94.4 ー -37.9 38.6 180 
貿易企業の性格別輸出貿易形態ー1994年第13一(1)表
c>l 
c>l 出所:中華人民共和国海関総箸編印『中華人民共和国海関統計年鑑-1994年(上冊)J，1995年， 13頁。
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道竺T 合計 固有企業 中外合作企業 中外合資企業 外資独資企業 集団企業 私営企業 その他金額 :1:% 金額 :1:% 金額土% 金額土% 金額土% 金額土% 金額土% 金額 :1:% 
総 額 1S，614 1.2 60，268 1. 9，20 30.7 29，81 15.4 13，853 5.9 940 80.4 泌 -28.6 1，43 
一 般 貿 易 35，516 -7.2 3，12 -5.9 31 -19.9 1，217 -27.7 172 14.7 30 29.8 121 -45.3 392 
助国お家よ閑び，贈国与際物機資関無償援 145 -9.3 61 2.7 一 -25.9 78 
華湾寄贈僑の物，同資胞香贈港，与外・品マ国カオ ・台籍華人の 530 -33.2 41 -43.8 一一71.0 -31.9 482 
補 償 貿 易 318 -3.6 310 -3.1 1.1 28.7 一 -80.4 31 -59.5 17.1 2 
来料加工・装配貿易 15，12 16.6 13，089 13.6 22 81.5 1，22 39.8 325 59.2 加。 32.1 1 -93.7 3 
加 工 貿 易 32，45 38.6 5，943 14.1 4，604 49.6 12，鎚8 36.5 8，82 51.8 149 71.8 141 -26.4 m 
委託・代理貿易 121 -89.8 11 -90.5 2.9 ー -7.1
の国境自小由額市貿場貿易易(国を境除住〈民) 19 10.1 102 6.3 57 -9.0 8.9 40 
来料加工・装配用輸入設備 1，27 -7.4 1，19 -7.5 21 -18.0 91 -17.9 2 37.4 15 14.4 一 -96.8
外国工事請負にtもなう貨物
リース貿易 2，983 0.3 2，953 97.9 一 -80.2 19.7 30 
備外資・資企材業の自家用輸入設 20，284 2.1 3，964 20.6 1，981 12.1 4，33 64.4 
外用輸資企入業原の材料園お内加よ工び部販売品 2，824 -9.5 92 -4.6 2，536 1ー4.1 196 82.4 
出料加工貿易 161 -41.0 71 -45.3 一 -7.1 91 -35.9 ー -8.0 ー -8.2
パーター貿易 2，396 -39.1 2，35 自 38.9 ー -95.7 37 -2.2 ー -69.7 23 
免税外貨商品 1，127 62.2 946 6.8 一ー卯.0 21 -52.5 -1 -9.2 19 53.8 一 -34.4 59 
そ の 他 473 -54.2 148 -53.5 41 -93.4 81 -96.0 31 -98.8 -67.5 43.8 309 
L 一一一
出所:第13ー (1)表出所資料.14頁。
貿易企業の性格別輸入貿易形態ー1994年第13一(u)表
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ているとはし市、がたい。あるいは委託・代理貿易といった形などの貿易か
もしれなし、。
1994年の輸出総額のうち国営企業の総輸出額は70.2%を占める849憧
4，300万ドル，三資企業のそれは28.7%で347憶900万ドル，集団企業のそ
れは約1%の10憶7，300万ドル，私営企業1，100万ドル，その他2龍7，000
万ドルとなっている。国営企業の輸出のうちで最も大きなウェイトを占め
るのは一般貿易形態の輸出で568億7，000万ドル，国営企業総輸出額の67.0
%を占めている。 1994年は国営企業の総輸出額のうち，一般貿易形態の輸
出額の急増が目立つ。第2位の地泣にあるのは来料加工・装配貿易形態の
輸出で， 159億7，100万ドル， 18.8%を占める。加工貿易形態の輸出は99憶
300万ドルで11.7%を占める。 1994年の対前年輸出成長率は31.9%で，国
営企業の対前年成長率は29.4%と全体の成長率に及ばないが，一般貿易形
態の輸出成長率は45.7%と高い増加を示している。
三資企業の輸出では，加工貿易形態の輸出が圧倒的に高いウェイトを占
め，合作企業で88.7%，合資企業で75.7%，独資企業で91.3%のそれぞれ
ウェイトをもっ。 2番目の地位にあるのは一般貿易形態の輸出で，合作企
業6.9%，合資企業17.5%，独資企業5.2%となっている。国営企業の輸出
の主軸が一般貿易形態の輸出で，来料加工・装配貿易形態の輸出と加工貿
易形態の輸出が副軸となっているのに対し，三資企業の輸出では加工貿易
形態の輸出が主軸となり，一般貿易形態の輸出と来料加工・装配貿易形態
の輸出が副軸となっている。
三資企業の輸出で加工貿易形態の輸出が主軸となり，一般貿易形態の輸
出と来料加工・装配貿易形態の輸出が副軸となっているのには以下のよう
な理由が考えられる。三資企業は自らが独自の製造技術をもち，親企業と
の関係が深く，単なる来料加工・装配貿易形態の輸出以上の経済利益をあ
げることを目ざして設立されていること，国際競争力をもっ製品の品質を
保証するためには，中国圏内の原材料のみでは十分でなく，かなりの部分
を輸入し，中国圏内原材料と結合ししつつ製造しなければならないという
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客観的状況下にあること，原材料・部品・補助材料の中国圏内での調達が
困難な場合が存在すること，経済性の観点から原材料・部品・補助材料の
調達を国際化した方がよいこと，加工貿易を推進するための外貨上の制約
が少ないことなどである。
これに対して国営企業の輸出では，資源性品目の輸出なり，農副産物な
どの輸出がかなりあること，外貨制約上の事情から加工貿易用の原材料・
部品・補助材料などの輸入に困難性があること，外貨制約上の事情とも相
関連もするが，製造技術と労働組織体系上，またマーチャンダイジングと
マーケテイング上の能力から，加工貿易のメリットが発揮できるに十全な
体制が整っていないこと，したがって加工貿易形態のものよりも，単純な
加工賃収入依存型の来料加工・装配貿易形態のものに傾きがちになること
などの諸要因から，一般貿易形態の輸出が主軸となり，来料加工・装配貿
易形態の輸出と加工貿易形態の輸出が副軸となるといった事情が出てくる
ものと思われる。
上述の点は，筆者が現地三資企業の聞き取り調査や中国側の貿易関連筋
からえた事情を，筆者なりに関連統計などと突き合わせて考えてみたとこ
ろである。
輸入面に自を転ずれば，国営企業の総輸入額の輸入総額に占める割合は
52.1%で602億6，800万ドル，輸入総額に占めるこの比率は輸出総額に占め
る国営企業総輸出額の比率よりも低くなっている。三資企業の総輸入額の
輸入総額に占める割合は45.8%で529億3，400万ドル，集団企業のそれは約
11%の9龍400万ドルで，私営企業2，800万ドル，その他14億4，300万ドル
となっている。国営企業の輸入のうち最も大きなウェイトを占めるのはや
はり一般貿易形態の輸入で331億1，200万ドルで54.9%，次にくるのが来料
加工・装配貿易形態の輸入で130億8，900万ドル21.7%，以下加工貿易形態
の輸入59憶4，300万ドル9.9%，リース貿易形態の輸入29億5，300万ドル4.9
%，パーター貿易形態の輸入23億3，500万ドル3.9%，来料加工・装配用設
備の輸入11億9，900万ドル2%となっている。すでに述べたような理由か
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ら，国営企業の輸入がほぼ前年水準にとどまった中で， リース貿易，免税
外貨商品，加工貿易，来料加工・装配貿易の各形態の輸入が伸びているが，
主要項目としての加工貿易と来料加工・装配貿易形態の輸入がかなりの増
加を示しているとはし、え，全体の増加率以下となっており，三資企業のこ
れら形態の輸入にはるかに及ばないことは特に注意を要する。
三資企業の輸入では，合作企業，合資企業，独資企業のいずれにおいて
も加工貿易形態の輸入が主軸をなしており，各々50910，43.1910， 63.7910と
なっている。特に目をひくのは外資企業の自家用設備・資材の輸入である。
合作企業ではその総輸入額のうちこの項目の輸入額が43.1910，合資企業で
は40.1910，独資企業では31.3910を各々占めている。三資企業の輸入では，
加工貿易形態の輸入と自家用設備・資材の輸入が全体の8割以上を占めて
いることになる。三資企業の経済活動の内的構造からみれば，加工貿易形
態の輸入と自家用設備・資材の輸入は内的に有機的関係に立っている。こ
のことは上にみた三資企業の輸出形態と対応させてみると明確に理解でき
ょう。固有企業の輸出形態別構造と三資企業の輸出形態別構造とを対照し
てみれば，また国有企業の輸入形態の構造と三資企業の輸入形態の構造が，
それぞれの輸出入の内的関連を対照的に反映していることも容易に理解さ
れる。それはまた，固有企業の輸出競争力と三資企業の輸出競争力をみて
いく場合，見落とすことのできない重要な関連であろう。
